
  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
１    概 況

平成17年の女性労働力人口は2,750万人で、2年連続で増加した（前年差13万人増、前年比0.5％増）。ま
た、男性は3,901万人で前年に比べ4万人の減（前年比0.1％減）と、平成10年から８年連続の減少となっ
ている。労働力人口総数に占める女性の割合は41.4％と3年連続で上昇した。また、女性の労働力率（15
歳以上人口に占める労働力人口の割合）は、48.4％（男性73.3%）と前年より0.1％ポイント上昇した。

女性雇用者数は2,229万人となり、３年連続で増加した（前年差26万人増、前年比1.2％増）。男性雇用
者数は3,164万人で前年より12万人の増加（前年比0.4％増）となり、雇用者総数に占める女性の割合は
前年からさらに0.2％ポイント上昇し、41.3％になった。

女性雇用者は産業別には、「医療,福祉」、「サービス業（他に分類されないもの）」、「卸売・小売
業」等で、また、職業別には、「事務従事者」、「専門的・技術的職業従事者」、「保安・サービス職
業従事者」、「販売従事者」等で増加した。

女性の完全失業者数は116万人（前年差５万人減）、完全失業率は4.2％（同0.2％ポイント低下）といず
れも3年連続の減少、低下であった。

平成17年における女性の一般労働者のきまって支給する現金給与額は、23万9,000円（前年比1.1％減）
となった。

平成17年の規模５人以上事業所における女性常用労働者の１人平均月間総実労働時間は130.9時間（前年
差0.9時間減）、うち所定内労働時間は125.6時間（同1.1時間減）であった。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(1)    労働力人口
1)    女性の労働力人口は2年連続で増加

総務省統計局「労働力調査」によると、平成17年の女性の労働力人口は2年連続で増加し（前年差13万人
増、前年比0.5％増）、2,750万人であった。

労働力人口のうち、完全失業者は116万人で、３年連続の減少（同５万人減）となり、就業者は2,633万
人で３年連続の増加（同17万人増）であった。

男性の労働力人口は3,901万人で、前年に比べ４万人の減（前年比0.1％減）と、平成10年から８年連続
の減少となっている。労働力人口総数に占める女性の割合は3年連続で上昇し、41.4％となった（ 付表１
、 ６ 、 ８ ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(1)    労働力人口
2)    女性の労働力率は8年ぶりに上昇

平成17年の女性の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口の割合）は、48.4％と前年より0.1％ポイ
ント上昇した。その一方、男性の労働力率は、73.3％で８年連続で低下（前年差0.1%ポイント低下）し
た（ 付表１ ）。

なお、女性の15～64歳人口は4,215万人（前年差25万人減）、労働力人口は2,563万人（前年差11万人
増）であり、労働力率は60.8％と、前年（60.2％）に比べ0.6％ポイントの上昇となった。また、男性の
15～64歳層については、その労働力率は84.4％と、前年（84.3％）に比べ0.1％ポイント上昇した。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(1)    労働力人口
3)    女性のＭ字型カーブのボトムの労働力率は1.3%ポイント上昇し

62.7％

女性の労働力率を年齢階級別にみると、25～29歳層（74.9％）と45～49歳層（73.9％）を左右のピーク
とし、30～34歳層（62.7％）をボトムとするＭ字型カーブを描いている（ 図表１－１ ）。前年と比べ労
働力率が最も上昇したのはボトムの30～34歳層であった（前年差1.3%ポイント上昇）（ 付表２ ）。

図表１－１ 女性の年齢階級別労働力率
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(1)    労働力人口
4)    未婚者の労働力率は３年連続で上昇

配偶関係別に女性の労働力率をみると、未婚では63.0％、有配偶では48.7％、死別・離別では29.4％と
なっている。未婚の労働力率は３年連続で上昇し（前年差0.7%ポイント上昇）、有配偶については８年
ぶりに上昇（同0.2％ポイント上昇）した（ 付表３ ）。

年齢階級別にみた未婚者の労働力率を10年前（平成７年）と比較すると、30～49歳層で労働力率が上昇
しており、特にその上昇が著しいのは40～44歳層となっている。一方、有配偶では、35～39歳層、40～
44歳層、65歳以上層で労働力率が低下し、25～29歳層、30～34歳層等で労働力率が上昇しており、特に
25～29歳層の上昇は著しい。平成7年と17年の年齢階級別労働力率の変化について未既婚比率変化要因
と労働力率変化要因に分解すると、25～29歳層における労働力率自体の変化要因は約４割、30～34歳層
においては3割程度となっている（ 図表１－２ 、 １－３ 、 付表４ ）。

図表１－２ 女性の配偶関係、年齢階級別労働力率

図表１－３ 労働力率変化の要因分解（平成７年→平成17年）
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(1)    労働力人口
5)    女性の非労働力人口は14年ぶりに減少

平成17年には女性の非労働力人口は2,929万人となり、14年ぶりに減少した（前年差1万人減）。非労働
力人口を主な活動状態別にみると、主に家事をしていた者は1,681万人（非労働力人口に占める割合
57.4％）、通学者は346万人（同11.8％）、その他は902万人（同30.8％）となっている。家事は９万人
減少（前年比0.5％減）、通学は12万人減少（同3.4％減）、その他は20万人増加（同2.3％増）であった
（ 付表５ ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(2)    就業者及び完全失業者
1)    女性の就業者数は３年連続で増加、男性就業者は8年ぶりに増加

総務省統計局「労働力調査」によると、平成17年の女性の就業者数は2,633万人で、３年連続で増加した
（前年差17万人増、前年比0.6％増）。15歳以上人口に占める就業者の割合は46.3％となっている。

男性の就業者数は、3,723万人となり、前年と比べて10万人増加（同0.3％増）しており、８年ぶりに増
加となっている。

女性の就業者を従業上の地位別にみると、雇用者が2,229万人（女性の就業者総数に占める割合は
84.7％）、家族従業者が226万人（同8.6％）、自営業主が166万人（同6.3％）であった。雇用者は、前
年に比べ26万人増加（前年比1.2％増）した。家族従業者（前年差６万人減、前年比2.6％減）、自営業主
（同３万人減、同1.8％減）ともに減少傾向が続いており、この結果、就業者に占める雇用者の割合は引
き続き上昇している（ 付表６ 、 ７ 、 図表１－４ ）。

図表１－４ 従業上の地位別女性就業者の割合
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(2)    就業者及び完全失業者
2)    完全失業者数は男女ともに３年連続で低下

平成17年の女性完全失業者数は116万人（前年差5万人減）で、男性178万人（同14万人減）とともに3年
連続で減少した。平成17年の女性の完全失業率は前年より0.2％ポイント低下し4.2％であった（男性
4.6%）（ 付表８ 、 図表１－５ ）。

図表１－５ 完全失業率の推移

なお、年齢階級別に男女の完全失業率を比較すると、60～64歳層で男性が女性を3.4％ポイント上回り最
も男女の差が大きくなっている。一方、30～34歳層では2.1％ポイント、35～39歳層では1.0％ポイン
ト、女性が男性を上回っている（ 図表１－６ 、 １－７ ）。

図表１－６ 年齢階級別完全失業率
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図表１－７ 年齢階級別完全失業率
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(3)    雇用者
1)    雇用者総数に占める女性の割合はさらに上昇

総務省統計局「労働力調査」によると、平成17年の女性雇用者数は2,229万人となり、前年に比べ26万人
の増加（前年比1.2％増）と、３年連続で増加した。男性の雇用者数は3,164万人で前年より12万人の増
加（同0.4％増）であった。この結果、雇用者総数に占める女性の割合は前年からさらに0.2％ポイント上
昇し、41.3％になった（ 図表１－８ 、 付表６ 、 12 ）。

図表１－８ 雇用者数の推移

また、非農林業の女性雇用者のうち週間就業時間が35時間以上の者は前年に比べ１万人減少し1,284万人
となり、35時間未満の者は前年に比べ25万人増加し882万人となった。非農林業の男性雇用者について
も週間就業時間が35時間以上の者は前年に比べ９万人増加し2,717万人となり、35時間未満の者について
は前年より４万人増加し、384万人であった（ 付表73 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(3)    雇用者
2)    女性雇用者に占める構成比の上昇は30歳台と50～64歳層で大きい

平成17年の女性雇用者数を年齢階級別にみると、最も多いのは25～29歳層で283万人（女性雇用者総数
に占める割合12.7％）で、次いで30～34歳層の264万人（同11.8％）となっている（ 付表10 ）。

構成比をみると平成16年との比較で上昇しているのは35～39歳層（0.2％ポイント）、40～44歳層
（0.2％ポイント）、55～59歳層（0.6％ポイント）等であるが、10年前との比較で上昇しているのは30
～39歳層と50歳以上層であり、上昇幅が大きい順に30～34歳層（3.3％ポイント）、55～59歳層（2.9％
ポイント）、35～39歳層（1.4％ポイント）、60～64歳層（1.2％ポイント）となっている。

一方、男性雇用者数を年齢階級別にみると、最も多いのは30～34歳層で424万人（男性雇用者総数に占
める割合13.4％）で、35～39歳層の373万人（同11.8％）、55～59歳層の370万人（同11.7％）と続いて
いる。

なお、年齢階級別に女性の当該年齢人口に占める雇用者比率をみると、労働力率と同様のＭ字型カーブ
を描いており、若年層ほど労働力率との差が小さく、中高年層では若干大きくなっている。10年前と比
較すると20～24歳層及び65歳以上層を除いて、雇用者比率は上昇している（ 図表１－９ 、 付表10 ）。

図表１－９ 女性の年齢階級別雇用者比率
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(3)    雇用者
3)    産業別女性雇用者数の増加幅が最も大きいのは「医療，福祉」

平成17年の女性の雇用者数を産業別にみると、「卸売・小売業」が497万人（女性雇用者総数に占める割
合22.3％）と最も多く、次いで「医療，福祉」が408万人（同18.3％）、「製造業」が328万人（同
14.7％）、「サービス業（他に分類されないもの）」が323万人（同14.5％）となっており、これら４業
種で女性雇用者の69.8％を占めている。前年と比較して増加幅が大きかったのは、「医療，福祉」（前
年差13万人増、前年比3.3％増）、「サービス業（他に分類されないもの）」（同11万人増、同3.5％
増）、「卸売・小売業」（同10万人増、同2.1％増）等で、逆に減少幅が大きかったのは、「製造業」
（同10万人減、同3.0％減）であった。

産業別の女性比率（雇用者総数に占める女性の割合）が高いのは、「医療,福祉」で79.2％、これに、
「飲食店,宿泊業」の59.2％、「教育,学習支援業」の52.9％が続いている（ 図表１－10 、 付表11 、 12
）。

図表１－10 産業別女性雇用者数及び女性比率
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(3)    雇用者
4)    販売従事者数は４年ぶりに増加

平成17年の女性雇用者数を職業別にみると、「事務従事者」が717万人（女性雇用者総数に占める割合
32.2％）と最も多く、次いで、「専門的・技術的職業従事者」が393万人（同17.6％）、「保安・サービ
ス職業従事者」が355万人（同15.9％）、「製造・制作・機械運転及び建設作業者」が284万人（同
12.7％）、「販売従事者」が275万人（同12.3％）となっている。前年に比べ、「販売従事者」は4年ぶ
りに増加し（前年差7万人増、前年比2.6％増）、「保安・サービス職業従事者」及び「専門的・技術的
職業従事者」もそれぞれ10万人（前年比2.9％増）、5万人（同1.3％増）増加した。一方、「製造・制
作・機械運転及び建設作業者」は８年連続で減少した（前年差６万人減、前年比2.1％減）。職業別の女
性比率（雇用者総数に占める女性の割合）をみると、「保安・サービス職業従事者」が上昇傾向にある
（ 付表13 ）。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成17年版 働く女性の実情



  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(3)    雇用者
5)    500人以上規模企業の女性雇用者数は３年連続で増加

平成17年の非農林業女性雇用者数を企業規模別にみると、「１～29人」規模が725万人（非農林業女性
雇用者に占める割合32.8％）、「30～99人」規模が379万人（同17.1％）、「100～499人」規模が407万
人（同18.4％）、「500人以上」規模が470万人（同21.2％）となっており、特に「500人以上」規模は
前年に比べて22万人(前年比4.9％増)と最も増加している（ 付表14 ）。

なお、企業規模100人未満の企業で雇用される女性雇用者の割合は、49.9％とほぼ過半数を占め、男性の
45.2%に比べ小規模企業での雇用者が多い。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(3)    雇用者
6)    女性常用雇用は1,720万人と３年連続増加

平成17年の非農林業女性雇用者数を雇用形態別にみると、常雇（常用雇用）が1,720万人（非農林業女性
雇用者総数に占める割合77.7％）、臨時雇が434万人（同19.6％）、日雇が59万人（同2.7％）となって
いる。前年に比べ常雇は18万人の増加となっており、３年連続の増加となった（ 付表15 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(3)    雇用者
7)    有配偶者女性雇用者数は6年連続で増加

平成17年の非農林業女性雇用者数を配偶関係別にみると、有配偶者は1,258万人（非農林業女性雇用者総
数に占める割合56.8％）、未婚者は719万人（同32.5％）、死別・離別者は228万人（同10.3％）となっ
ており、有配偶女性雇用者数は6年連続で増加している（ 付表16 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
２    労働力人口、就業者、雇用者の状況
(3)    雇用者
8)    女性一般労働者の平均勤続年数8.7年

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」によると、平成17年の女性一般労働者（短時間労働者を除く）の
平均勤続年数は、8.7年（前年9.0年）、男性は前年同様 13.4年であった。（ 図表１－11 、 付表22 ）。

図表１－11 男女一般労働者の平均勤続年数の推移

女性一般労働者を勤続年数階級別にみると、勤続10年以上の者の割合は 33.5％と、前年より2.1％ポイン
ト低下した。10年前（平成７年28.1％）と比較すると、勤続10年以上の者の割合は5.4％ポイント上昇
し、３人に１人程度は10年以上の勤続者となっている（ 図表１－12 、 付表24 ）。

なお、平成17年の女性一般労働者の平均年齢は38.7歳（男性41.6歳）で前年より0.4歳（同0.3歳）高く
なった。10年前と比較すると、2.2歳（同1.5歳）高くなっている（ 付表22 ）。

図表１－12 勤続年数階級別女性一般労働者構成比の推移
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
３    労働市場の状況
(1)    求人・求職状況

新規学卒及びパートタイムを除く一般労働市場の動きを厚生労働省「職業安定業務統計」によりみる
と、平成17年の新規求人数（男女計）は、月平均56万5,207人で、前年に比べ4万6,483人の増加（前年比
9.0％増）となった。

新規求職者数（男女計）は43万1,594人で、前年比8.0％減となった。

新規求人倍率は1.31倍で前年の1.11倍から0.2ポイント上昇した。また、有効求人倍率は0.84倍となり、
前年（0.69倍）より0.15ポイント上昇している（ 付表26 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
３    労働市場の状況
(2)    入職・離職状況
1)    パートタイム労働者の入職者数、離職者数は男女とも増加

厚生労働省「雇用動向調査」によると、平成16年の女性の入職者数（一般及びパートタイム労働者計）
は332万3,800人（前年差17万4,400人増、前年比5.5％増）、離職者数は349万2,800人（同11万5,200人
増、同3.4％増）と、入職者は2年連続で増加し、離職者は２年ぶりに増加に転じた。

これを就業形態別にみると、一般労働者は、入職者数161万9,000人（前年比6.5％増）、離職者数182万
1,900人（同5.4％増）と、前年に比べ入職者数、離職者数は共に増加した。他方、パートタイム労働者に
おいても、入職者数170万4,800人（同4.6％増）、離職者数167万900人（同1.3％増）と、前年に比べ入
職者数、離職者数は共に増加した。このように一般労働者、パートタイム労働者への入職者数はいずれ
も増加したが、前年と同様、パートタイム労働者への入職者が一般労働者を上回る結果となった。な
お、男性についてもパートタイム労働者は入職者数、離職者数も増加している（ 付表27 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
３    労働市場の状況
(2)    入職・離職状況
2)    未就業者から一般労働者への入職者割合は3年ぶりに低下

女性の入職者に占める割合を職歴別にみると、一般労働者の未就業者からの入職者割合は38.8％（前年
44.3％）で、そのうち、一般未就業者（当該事業所に入職する前１年間に就業していなかった者で新規
学卒者以外の者）からの入職者の割合は18.9％（同20.9％）、新規学卒者からの入職者の割合は19.9％
（同23.4％）、転職入職者は61.2％（同55.7％）となっている。一般労働者への未就業者からの入職者割
合は３年ぶりに低下し、転職入職者の割合は３年ぶりに上昇した（ 付表29 ）。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成17年版 働く女性の実情



  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
３    労働市場の状況
(3)    新規学卒者の就職状況
1)    大卒女性就職率は2年連続で男性を上回る

高校新卒者の就職状況を厚生労働省「高校新卒者就職内定状況等調査」によりみると、平成17年３月卒
業者の就職率は97.2％と前年の95.9％を1.3％ポイント上回った。男女別では、女性が96.2％（前年
94.9％）と男性の98.0％（同96.8％）より1.8％ポイント低くなっているが、前年の男女の格差(1.9％ポ
イント)に比べ、その差は0.1％ポイント縮小した。また平成18年３月卒業予定者の就職内定率（平成18
年１月末現在）は85.3％で、女性が80.7％、男性が89.0％と、女性の方が8.3％ポイント低くなっている
（ 付表31 ）。

次に大学新卒者の就職状況について厚生労働省・文部科学省「大学等卒業予定者就職内定状況等調査」
からみると、平成17年３月卒業者の就職率（平成17年４月１日現在）も高校新卒者と同様前年
（93.1％）を上回り、93.5％（前年差0.4％ポイント上昇）であった。男女別では、女性が93.8％（前年
93.2％）と男性の93.3％（同93.0％）と、２年連続で男性を上回った。また、平成18年３月卒業予定者
の就職内定率（平成18年２月１日現在）は82.6％で、女性が84.0％、男性が87.3％と、女性の方が3.3％
ポイント低くなっている（ 付表32 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
３    労働市場の状況
(3)    新規学卒者の就職状況
2)    女性の新規学卒就職者に占める大卒者の割合はさらに上昇し

49.3％

文部科学省「学校基本調査」（平成17年度）により女性の新規学卒者に占める就職者割合を学歴別にみ
ると、女性の大学進学率の上昇に伴い大卒者の割合が年々上昇しており、49.3％となった。次いで、高
卒者29.3％、短大卒者20.6％と続く。短大卒者の割合は平成７年度をピークとして年々低下している（
付表33－２ 、 36 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
３    労働市場の状況
(3)    新規学卒者の就職状況
3)    高卒女性の就職者割合は引き続き低い水準で推移

平成17年３月の女性の高卒者数は、59万5,264人（前年比2.8％減）で、うち就職者は8万8,706人（同
1.8％減）、就職者割合は14.9％（同0.2％ポイント上昇）であった。就職者を産業別にみると、「製造
業」が27.4％、「卸売・小売業」が21.1％、「サービス業（他に分類されないもの）」が14.3％と、この
３産業で全体の62.8％を占めている（ 付表33－１ 、 33－３ 、 34－１ ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
３    労働市場の状況
(3)    新規学卒者の就職状況
4)    短大卒女性の「医療,福祉」への就職者割合は引き続き高い水準

平成17年３月の女性の短大卒者数は、9万3,167人（前年比7.3％減）で、うち就職者数は6万2,239人（同
2.1％減）となった。就職者割合は66.8％となり、前年と比べて3.6％ポイント上昇した。就職者の割合を
産業別にみると、「医療，福祉」が40.6％と最も高く（前年差0.1%ポイント減）、次いで「卸売・小売
業」13.8％(前年と同じ)、「教育，学習支援業」13.8％（同0.3%ポイント増）の順になっている（ 付表
33－１ 、 33－３ 、 34－２ ）。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成17年版 働く女性の実情



  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
３    労働市場の状況
(3)    新規学卒者の就職状況
5)    大卒者の事務従事者への就職者割合は男女とも引き続き低下

平成17年３月の女性の大学卒業者数は、23万2,569人（前年比3.0％増）であった。このうち就職者数は
14万8,991人（同10.4％増）、就職者割合は64.1％と、前年（59.7％）に比べ4.4％ポイント上昇した。一
方、男性の大卒者数は、31万8,447人（同1.4％減）であった。このうち就職者数は18万134人（同5.0％
増）、就職者割合は56.6％と、前年に比べ3.5％ポイント上昇した。卒業者数から進学者数を除いた就職
者割合では女性が72.2％（前年67.4％）、男性が69.7％（同65.0％）と、４年連続して女性が男性を上
回っている（ 付表33－１ 、 33－３ ）。女性の就職者割合を産業別にみると、「卸売・小売業」が
17.4％と最も高く、次いで「医療，福祉」14.8％、「サービス業（他に分類されないもの）」13.4％、
「製造業」11.7％の順になっている（ 付表34－３ ）。職業別にみると、「事務従事者」が40.2％（前年
40.6％）と最も多く、「専門的・技術的職業従事者」が31.8％（同32.9％）、「販売従事者」が18.9％
（同17.9％）と続いており、「事務従事者」の割合は、平成６年３月卒業者をピークとして低下傾向に
ある。（ 付表35 ）。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成17年版 働く女性の実情



  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(1)    賃 金
1)    一般労働者の所定内給与額の男女間賃金格差は65.9

厚生労働省「賃金構造基本統計調査」によると、平成17年６月の短時間労働者を除く女性一般労働者
（平均年齢38.7歳、平均勤続年数8.7年）のきまって支給する現金給与額は、23万9,000円（前年比1.1％
減）、うち所定内給与額は22万2,500円（同1.4％減）であり、ともに前年より減少した。

一方、男性一般労働者（平均年齢41.6歳、平均勤続年数13.4年）のきまって支給する現金給与額は、37
万2,100円（前年比1.2％増）、うち所定内給与額は33万7,800円（同1.2％増）であり、所定内給与額は4
年ぶりに前年を上回った。

男女間の賃金格差（男性＝100.0とする女性の給与額）は、きまって支給する現金給与額で64.2、所定内
給与額で65.9となった（ 図表１－13 、 １－14 、 付表42 ）。

図表１－13 一般労働者の賃金実態

図表１－14 所定内給与額と男女間賃金格差の推移
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(1)    賃 金
2)    女性一般労働者の賃金は35～39歳層がピーク

女性一般労働者の賃金（所定内給与額）を年齢階級別にみると、17歳以下の12万2,100円から年齢ととも
に緩やかに上昇し、35～39歳層の24万5,900円をピークとして40歳以上で下降している。さらに、10年
前（平成7年）の25～54歳の各年齢層の賃金と比べると、35歳以降の年齢層について大きく上昇してい
る。

男女労働者それぞれの賃金の年齢間格差（20～24歳層＝100.0として算出）をみると、女性の賃金のピー
クは35～39歳層（132.8）であるのに対し、男性では50～54歳層（212.0）まで年齢とともに賃金の上昇
が続き上昇幅も大きい（ 付表43 、 図表１－15 ）。

図表１－15 年齢階級別賃金（所定内給与額）の推移
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(1)    賃 金
3)    男女間賃金格差は企業規模が大きいほど大きい

女性の賃金（所定内給与額）を企業規模別にみると、「10～99人」規模で20万1,600円（男性29万1,300
円）、「1,000人以上」規模では25万100円（同39万9,500円）と企業規模が大きくなるほど賃金は高く
なっているが、男女間賃金格差はそれぞれ69.2、62.6と規模が大きいほど大きい。

これを年齢階級別にみると、女性は「10～99人」規模では35～39歳層が、「100～999人」規模では40
～44歳層が、「1,000人以上」規模では45～49歳層がピークとなっている。一方、男性はすべての企業規
模で50～54歳層がピークとなっている（ 付表45 ）。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

平成17年版 働く女性の実情



  

平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(1)    賃 金
4)    高卒、高専・短大卒、大卒技術系で初任給の男女間格差が縮小

新規学卒就職者（平成17年３月卒）の初任給の平均は、女性では高卒で14万8,000円（前年比0.5％
増）、高専・短大卒で16万4,200円（前年同）、大卒事務系で18万7,400円（同0.6％減）、大卒技術系で
19万5,500円（同1.8％増）であり、高卒、大学技術系の初任給が増加した。また、男性については高卒
で15万5,700円（同0.3％減）、高専・短大卒で17万300円（同0.2％減）、大卒事務系で19万6,300円（同
0.6％減）、大卒技術系で19万7,100円（同1.2％減）であった。

初任給についての男女間賃金格差（男性＝100.0として算出）をみると、高卒で95.1（同0.8ポイント上
昇）、高専・短大卒で96.4（同0.2ポイント上昇）、大卒事務系で95.5（前年同）、大卒技術系で
99.2（同2.9ポイント上昇）となっており、格差は縮小傾向にある（ 付表46 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(2)    労働時間

厚生労働省「毎月勤労統計調査」から、平成17年の常用労働者（事業所規模５人以上）の１人平均月間
総実労働時間及び所定内、所定外労働時間についてみると、女性の常用労働者１人平均月間総実労働時
間は130.9時間（前年差0.9時間減）、うち所定内労働時間は125.6時間（同1.1時間減）、所定外労働時間
は5.3時間（同0.2時間増）であった。

平均月間出勤日数（事業所規模５人以上）をみると、女性で18.7日（前年差0.2日減）、男性では20.0日
（同0.2日減）であった（ 付表47 ）。

産業別に女性の常用労働者１人平均月間労働時間をみると、総実労働時間では「建設業」（148.7時間）
が最も長く、次いで「鉱業」（148.3時間）、「情報通信業」（147.8時間）、「製造業」（147.0時間）
と続き、パートタイム労働者の占める割合が高い「飲食店,宿泊業」（100.7時間）が最も短くなってい
る。所定内労働時間でも「建設業」（144.9時間）が最も長く、「鉱業」（143.7時間）、「不動産業」
（140.4時間）の順となっている（ 付表48 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(3)    勤労者世帯の家計
1)    核家族共働き世帯の妻の勤め先収入は3.4％増

総務省統計局「家計調査」によると、平成17年の勤労者世帯１世帯当たりの１ヵ月の平均実収入は52万
2,629円で、前年に比べ、1.4％の低下となった。この実収入の内訳をみると、世帯主収入は42万5,450円
（前年比2.6％減）で２年ぶりに減少した（ 付表91 ）。

また、核家族世帯について、１ヵ月の平均実収入を共働き世帯と世帯主のみ働いている世帯で比較して
みると、共働き世帯の実収入は１世帯あたり１ヵ月61万140円（前年比0.5％減）、世帯主のみ働いてい
る世帯は48万3,284円（同0.8％減）となっており、共働き世帯は世帯主のみ働いている世帯を12万6,856
円上回っている。

なお、核家族共働き世帯の世帯主の勤め先収入は43万3,632円、世帯主のみ働いている世帯は45万5,368
円で、共働き世帯を2万1,736円上回っている。

一方、核家族共働き世帯の妻の勤め先収入は15万7,580円（同3.4％増）で、実収入に占める妻の勤め先
収入の割合は25.8％である（ 付表92 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(3)    勤労者世帯の家計
2)    消費支出は２年ぶりに減少

「家計調査」によると、平成17年の勤労者世帯１世帯当たり１ヵ月の消費支出は32万8,649円（同0.7％
減）となり、２年ぶりに減少した（ 付表91 ）。

消費支出の構成比を核家族共働き世帯（消費支出34万8,507円）と世帯主のみ働いている核家族世帯（同
31万1,449円）で比較してみると、共働き世帯の方が「教育」、「その他の消費支出」のうちの「仕送り
金」について、比較的高くなっており、逆に低くなっているのは、「食料」「住居」等であった（ 付表
92 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(4)    雇用管理等

女性の職場進出が進み、妊娠中及び出産後も働き続ける女性が増加するとともに、少子化が進展する中
で、職場において女性が母性を尊重され、働きながら安心して子どもを産むことができる条件を整備す
ることは重要な課題となっている。

平成9年に男女雇用機会均等法が改正され、それまで事業主の努力義務であった母性健康管理措置が義務
化されるとともに、労働基準法においては、多胎妊娠の場合の産前休業が10週間から14週間に延長さ
れ、いずれも平成10年4月から施行されている。

平成16年に実施した「女性雇用管理基本調査」結果により、改正法施行後の母性健康管理措置の実施状
況を概観する。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(4)    雇用管理等
1)    労働基準法に基づく母性保護制度等の規定状況

（産前産後休業）

産前産後休業期間については、単胎妊娠の場合は「法定どおり」（産前6週間産後8週間）とする事業所
は95.7％（前回調査平成9年度&nbsp;82.6％）、「法律を上回る規定あり」とする事業所は4.0％（同
4.5％）となっている。一方、多胎妊娠の場合は「法定どおり」（産前14週間産後8週間）が97.7％（同
86.7％）、「法律を上回る規定あり」が2.0％（同1.3％）となっている。

また、休業中の賃金を「有給」とする事業所は28.1％と前回調査の20.8％に比べ上昇したが（ 図表１－
16 ）、そのうち「全期間100％支給」とする事業所は52.8％（同64.0％）となっている。

図表１－16 産前産後休業期間中の賃金支給あり事業所割合
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（育児時間）

育児時間を「女性のみが請求できる」事業所は61.1％（平成9年度75.4％）で、「男女とも請求できる」
事業所は38.5％（同24.3％）と男女とも請求できる事業所割合が上昇している（ 図表１－17 ）。

また、育児時間中の賃金を「有給」とする事業所は40.2％（同33.1％）で、前回調査と比べ上昇してい
る。

図表１－17 育児時間の適用範囲の内訳別事業所割合
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(4)    雇用管理等
2)    労働基準法に基づく母性保護制度等の利用状況

（産後休業取得者の配置状況）

「出産者あり」とした事業所のうち、「産後休業後直ちに復帰した女性労働者があった」事業所は
24.3％であり、そのうち、その女性労働者を「原職」に配置した事業所は98.4％、「原職相当職」に配置
した事業所は0.6％、「原職又は原職相当職以外」に配置した事業所は1.0％であった。

また、産後休業を取得した女性労働者の割合でみると、産後休業後直ちに復帰した女性労働者は18.2％
であり、そのうち、「原職」に復帰した女性労働者は96.8％、「原職相当職」に復帰した女性労働者は
1.8％と両者で大半を占めている。 

（育児時間の請求）

出産後も引き続き勤務している女性労働者のいた事業所のうち、育児時間の請求者のあった事業所は
12.3％、出産後も引き続き勤務している者のうち、育児時間を請求した者の割合は10.8％であった。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(4)    雇用管理等
3)    男女雇用機会均等法に基づく母性健康管理措置の規定状況及び利

用状況

（母性健康管理措置の規定状況）

母性健康管理措置のうち、「妊産婦の通院休暇制度」、「妊娠中の通勤緩和の措置」について「規定あ
り」とする事業所はそれぞれ37.7％（平成9年度17.2％）、28.5％（同11.8％)といずれも前回調査と比べ
大きく上昇している。

また、「妊娠中又は出産後の症状等に対応する措置」は37.0％であったが、このうち、「妊娠中又は出
産後の症状等に対応する措置」の規定内容としては、「勤務時間の短縮」は70.8％、「休業」は55.7％で
あり、それぞれ全体の事業所割合では26.2％、20.6％となる。ちなみに前回調査において「休業」制度あ
りとした事業所は7.7％であった。（ 図表１－18 ）

図表１－18 男女雇用機会均等法に基づく措置等の規定状況
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（母性健康管理措置の利用状況）

妊産婦のいた事業所のうち、母性健康管理措置について請求者のあった事業所割合をみると、「妊産婦
の通院休暇制度」については15.3％（平成9年度4.8％）、「妊娠中の通勤緩和の措置」は3.9％（同
4.6％）と、通院休暇制度の請求者があったとする事業所割合が大きく上昇している。

また、「妊娠中又は出産後の症状等に対応する措置」のうち「作業の制限」について請求者があった事
業所割合は5.8％、「勤務時間の短縮」は10.1％、「休業」は6.6％であった。さらに、これらについて妊
産婦のうちの請求者割合をみると、「妊産婦の通院休暇制度」については12.7％（平成9年度9.2％）、
「妊娠中の通勤緩和の措置」は3.1％（同3.8％）であり、「妊娠中又は出産後の症状等に対応する措置」
のうち、「作業の制限」は6.0％、「勤務時間の短縮」は8.3％、「休業」は5.9％であった。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
４    労働条件等の状況
(4)    雇用管理等
4)    産前産後休業の取得等による不就業期間の取扱い

（産前産後休業）

「昇進・昇格の決定」「昇給の決定」「退職金の算定」（退職金制度がある事業所のみ）について休業
による不就業期間の取扱いを「特に決めていない」とする事業所割合はそれぞれ51.9％、50.2％、46.4％
と約半数を占めている。労働者の出勤状況を「考慮している」事業所割合はそれぞれ
32.0％、34.4％、38.9％といずれも約3割であるが、そのうち「不就業期間を就業したものとみなす」事
業所はそれぞれ51.2％、51.7％、52.9％と最も多い。この他、「出勤状況を考慮していない」とする事業
所はそれぞれ15.9％、15.2％、14.6％となっている。 

（妊娠中及び出産後の症状等に対応する休業）

同じく「昇進・昇格の決定」「昇給の決定」「退職金の算定」（退職金制度がある事業所のみ）につい
て休業による不就業期間の取扱いを「特に決めていない」とする事業所割合はそれぞれ
55.8％、54.9％、51.2％と産前産後休業よりも多くなっている。労働者の出勤状況を「考慮している」事
業所割合はそれぞれ28.0％、29.6％、34.0％と約3割であるが、そのうち「不就業期間を就業したものと
みなす」事業所はそれぞれ42.8％、41.3％、46.1％と最も多いものの産前産後休業に比べ低くなってい
る。この他、「出勤状況を考慮していない」とする事業所はそれぞれ15.9％、15.2％、14.6％となってい
る。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
５    短時間労働者の状況
(1)    短時間労働者の労働市場
1)    女性雇用者に占める短時間雇用者の割合は２年ぶりに上昇し40.6%

総務省統計局「労働力調査」によると、週間就業時間が35時間未満の非農林業の短時間雇用者（以下
「短時間雇用者」という。）は、平成17年には1,266万人（男女計）、前年差29万人の増（前年比2.3％
増）となった。非農林業雇用者総数（休業者を除く）に占める短時間雇用者の割合は2年ぶりに上昇
し、24.0％であった。

平成17年の女性の非農林業雇用者2,171万人（休業者を除く）のうち、短時間雇用者数は882万人（前年
差25万人増）、週間就業時間35時間以上は1,284万人（同1万人減）で、短時間雇用者割合は2年ぶりに上
昇し、40.6％であった。また、平成17年の短時間雇用者数に占める女性の割合は69.7％と前年に比べ
0.4％ポイント上昇した（ 図表１－19 、 付表73 ）。

図表 １－19 短時間雇用者（週間就業時間35時間未満の者）数及び構成比の推移－非農林業－
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
５    短時間労働者の状況
(1)    短時間労働者の労働市場
2)    新規求職者数、新規求人数は引き続き増加傾向

厚生労働省「職業安定業務統計」により、平成17年のパートタイム労働者の求人・求職状況をみると、
新規求人数は、月平均26万463人で、前年に比べ1万7,360人増（前年比7.1％増）となった。新規求職者
数（男女計）は、月平均13万2,574人であり、同9,655人の増加（同7.9％増）となった。新規求人倍率は
1.96倍で前年の1.98倍から0.02ポイント低下した。また、有効求人倍率は1.36倍となり、前年（1.47倍）
より0.11ポイント低下している( 付表76 )。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
５    短時間労働者の状況
(1)    短時間労働者の労働市場
3)    女性パートタイム労働者の労働移動は引き続き活発

厚生労働省「雇用動向調査」により、平成16年の労働市場における女性パートタイム労働者の動きをみ
ると、入職者数は170万4,800人（前年比4.6％増）、離職者数は167万900人（同1.3％増）となった。ま
た、入職率（在籍者に対する入職者の割合）と離職率（在籍者に対する離職者の割合）をみると、入職
率は24.0％（前年25.7％）、離職率は23.5％（同26.0％）といずれも前年に比べ低下した（ 付表27 ）。

また、パートタイム労働者の職歴別入職者の状況をみると、入職者に占める一般未就業者（当該事業所
に入職する前１年間に就業していなかった者で新規学卒者以外の者）の割合は35.1％（同41.6％）であ
り、転職入職者（当該事業所に入職する前1年間に就業経験のある者）の割合は59.7％（同50.5％）と、
一般未就業者からの入職者割合は低下したものの、転職入職者割合は上昇した（ 付表29 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
５    短時間労働者の状況
(2)    短時間労働者の就業状況
1)    短時間雇用者数は全ての規模で増加

総務省統計局「労働力調査」により平成17年の女性の短時間雇用者数を産業別（非農林業）にみると、
「卸売・小売業」が240万人で最も多く（女性の短時間雇用者総数に占める割合は27.2％）、次いで
「サービス業（他に分類されないもの）」が137万人（同15.5％）、「医療，福祉」が136万人（同
15.4％）、「製造業」が102万人（同11.6％）となっており、これら４産業で69.7％を占めている（ 付表
74 ）。

企業規模別に女性の短時間雇用者数をみると、「１～29人」規模が331万人で最も多く、女性の短時間雇
用者全体の37.5％を占め、次いで、「500人以上」規模が187万人で21.2％となっている。前年と比較す
ると、女性の短時間雇用者数は全ての企業規模において増加している（ 付表75 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
５    短時間労働者の状況
(2)    短時間労働者の就業状況
2)    女性短時間労働者の平均勤続年数は5.0年

平成17年「賃金構造基本統計調査」によると、女性短時間労働者の平均勤続年数は5.0年であり、前年か
ら0.1年減少した。産業別では、「製造業」が6.7年と前年同様最も長い。（ 付表78 ）。

女性短時間労働者の１日当たり所定内実労働時間は5.2時間で0.3時間減少し、実労働日数は17.9日と前年
より1.1日減少した。（ 付表79 ）。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
５    短時間労働者の状況
(2)    短時間労働者の就業状況
3)    一般労働者と短時間労働者の賃金格差は69.0

平成17年「賃金構造基本統計調査」により女性短時間労働者の賃金をみると、１時間当たりの所定内給
与額は942円で、前年に比べ38円増加している（ 付表80 ）。

平成17年の一般労働者の所定内給与額を時給換算したものを100.0とした場合、短時間労働者は53.2であ
るが、これを女性労働者についてみると、女性短時間労働者と女性一般労働者との賃金格差は69.0で前
年より3.3ポイント上昇し格差が縮小した（ 図表１－20 ）。

女性短時間労働者に支給された年間賞与その他特別給与額は、3万3,700円と、前年より7,800円低下し、
平成４年をピークに13年連続で低下している（ 付表81 ）。

図表１－20 女性短時間労働者と女性一般労働者の賃金格差の推移
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
６    家内労働者の就業状況
1)    家内労働者数は引き続き減少

厚生労働省「家内労働概況調査」によると、平成17年の家内労働者数は、20万7,142人で、前年に比べ
9,182人（前年比4.2％減）の減少となった。

男女別にみると、女性は18万8,384人、男性は1万8,758人であり、前年と比較すると、女性は9,121人
（同4.6％減）、男性は61人（同0.3％減）の減少となっている。

類型別にみると、主婦や高齢者等世帯主以外の家族であって、世帯の本業とは別に家計の補助のため家
内労働に従事する「内職的家内労働者」は19万3,778人（家内労働者総数に占める割合93.6％）、家内労
働をその世帯の本業とする世帯主であって、単独で又は家族とともにこれに従事する「専業的家内労働
者」は1万813人（同5.2％）、他に本業を有する世帯主であって、本業の合間に単独で又は家族とともに
家内労働に従事する「副業的家内労働者」は2,551人（同1.2％）となっており、女性の内職的家内労働者
が大多数を占めている（ 付表83 ）。

家内労働者数は、昭和49年の景気後退を契機に大幅な減少に転じて以降、引き続き減少が続いている
が、減少比率は３年連続で縮小している。
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平成17年版    働く女性の実情
Ⅰ    働く女性の状況
６    家内労働者の就業状況
2)    業種では、繊維関係が多い

平成17年における女性の家内労働者の従事する業種をみると、「衣服・その他の繊維製品」が5万8,524
人（女性の家内労働者総数に占める割合31.1％）と最も多く、次いで「電気機械器具」が3万104人（同
16.0％）、「その他（雑貨等）」が2万8,537人（同15.1％）となっており、これら３業種で女性の家内
労働者全体の62.2％を占めている（ 図表１－21 、 付表84 ）。

図表１－21 業種別女性家内労働者の割合
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